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11　管理職員特別勤務手当
○　概要
(1)　管理職員特別勤務手当とは、管理職員が臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要により週休日等及び週休日以外の午前０時から午前５時までの間にやむを得ず勤務した場合に支給される手当である。
(2)　支給額は、勤務１回につき給料の特別調整額（管理職手当）の支給率に応じた次の額である。
	給料の特別調整額（管理職手当）の支給区分
	週休日等
	週休日等以外

	
	６時間までの勤務
	６時間を超える勤務
	午前０時～午前５時までの勤務

	１種の区分
	12,000円
	18,000円
	6,000円

	２種の区分
	10,000円
	15,000円
	5,000円

	３種の区分
	8,000円
	12,000円
	4,000円

	４種又は５種の区分
	6,000円
	9,000円
	3,000円

	６種の区分
	4,000円
	6,000円
	2,000円


○ 関係法令

給与条例
(管理職員特別勤務手当)

第16条の3　第7条の2第1項に規定する人事委員会規則で指定する職にある職員(以下「管理職員」という。)が臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要により勤務時間条例第3条第1項、第4条、第5条及び第8条第2項の規定に基づく週休日又は祝日法若しくは年末年始の休日等（次項において「週休日等」という。）に勤務した場合は、当該管理職員には、管理職員特別勤務手当を支給する。

２　前項に規定する場合のほか、管理職員が災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により週休日等以外の日の午前0時から午前5時までの間であつて正規の勤務時間以外の時間に勤務したときは、当該職員には、管理職員特別勤務手当を支給する。
３　管理職員特別勤務手当の額は、次の各号掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

一　第1項に規定する場合　同項に規定する勤務1回につき12,000円を超えない範囲内で人事委員会規則で定める額（当該勤務に従事する時間等を考慮して人事委員会規則で定める勤務にあつては、その額に100分の150を乗じて得た額）
二　前項に規定する場合　同項に規定する勤務1回につき6,000円を超えない範囲内で人事委員会規則で定める額

４　前三項に規定するもののほか、管理職員特別勤務手当の支給に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

給与支給規則

(管理職員特別勤務手当)

第32条の3　条例第16条の3第3項第1号の人事委員会規則で定める勤務は、勤務に従事した時間が6時間を
超える場合の勤務とする。
２　条例第16条の3第3項第1号の人事委員会規則で定める額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

一　特別調整額の支給を受ける職員　次に掲げる当該職員の属する第11条の2第1項第1号又は第2号に規定する区分(第33条の2の2及び第33条の3において「区分」という。)に応じ、それぞれ次に定める額

ア　1種　12,000円

イ　2種　10,000円

ウ　3種　8,000円

エ　4種及び5種　6,000円

オ　6種　4,000円

二　任期付職員条例第3条第1項の規定により任期を定めて採用された職員　次に掲げる当該職員が受ける任期付職員条例第8条第1項の給料表の号給又は給料月額に応じ、それぞれ次に定める額

ア　6号給及び7号給並びに任期付職員条例第8条第3項(育児休業条例第15条(育児休業条例第19条において準用する場合を含む。)の規定により読み替えて適用する場合を含む。)の規定による給料月額　12,000円

イ　5号給　10,000円

ウ　2号給から4号給まで　8,000円

エ　1号給　6,000円

三　任期付研究員条例第3条第1号の規定により任期を定めて採用された職員　次に掲げる当該職員が受ける任期付研究員条例第5条第1項の給料表の号給又は給料月額に応じ、それぞれ次に定める額

ア　6号給及び任期付研究員条例第5条第4項(育児休業条例第14条(育児休業条例第19条において準用する場合を含む。)の規定により読み替えて適用する場合を含む。)の規定による給料月額　12,000円

イ　4号給及び5号給　10,000円

ウ　2号給及び3号給　8,000円

エ　1号給　6,000円

３　条例第16条の3第3項第2号の人事委員会規則で定める額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
　一　1種　6,000円

　二　2種　5,000円

　三　3種　4,000円

　四　4種及び5種　3,000円

　五　6種　2,000円

４　条例第16条の3第1項の勤務をした後、引き続いて同条第2項の勤務をした特別調整額の支給を受ける職員には、その引き続く勤務に係る同項の規定による管理職員特別勤務手当を支給しない。
第32条の4　任命権者は、管理職員特別勤務実績簿及び管理職員特別勤務手当整理簿を作成し、これを保管しなければならない。

第32条の5　第32条第1項及び第3項の規定は、管理職員特別勤務手当の支給について準用する。

市町村立学校給与条例

(管理職員特別勤務手当)

第8条の8　管理職員が臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要により勤務時間条例第3条第1項、第4条及び第5条の規定に基づく週休日又は給与条例第12条に規定する祝日法による休日等若しくは年末年始の休日等（次項において「週休日等」という。）に勤務した場合は、当該管理職員には、管理職員特別勤務手当を支給する。

２　前項に規定する場合のほか、管理職員が災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により週休日等以外の日の午前0時から午前5時までの間であつて正規の勤務時間以外の時間に勤務した場合は、当該管理職員には、管理職員特別勤務手当を支給する。

３　管理職員特別勤務手当の額は、次の各号掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

一　第1項に規定する場合　同項に規定する勤務1回につき12,000円を超えない範囲内で人事委員会規則で定める額（当該勤務に従事する時間等を考慮して人事委員会規則で定める勤務にあつては、その額に100分の150を乗じて得た額）

二　前項に規定する場合　同項に規定する勤務1回につき6,000円を超えない範囲内で人事委員会規則で定める額

４　前三項に規定するもののほか、管理職員特別勤務手当の支給に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

市町村立学校給与規則

第6条　条例第8条の8第3項第1号の人事委員会規則で定める勤務は、勤務に従事した時間が6時間を超える場合の勤務とする。

２　条例第8条の8第3項第1号の人事委員会規則で定める額は、次の各号に掲げる当該教育職員の属する前条第1項第1号及び第2号の区分(次項において「区分」という。)に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

一　3種　8,000円

二　4種及び5種　6,000円

三　6種　4,000円

３　条例第8条の8第2項の人事委員会規則で定める額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
　一　3種　4,000円

　二　4種及び5種　3,000円

　三　6種　2,000円
４　条例第8条の8第1項の勤務をした後、引き続いて同条第2項の勤務をした管理職手当の支給を受ける職員には、その引き続く勤務に係る同項の規定による管理職員特別勤務手当を支給しない。
５　任命権者は、管理職員特別勤務実績簿及び管理職員特別勤務手当整理簿を作成し、これを保管しなければならない。

６　管理職員特別勤務手当の支給方法は、県立学校職員の例によるものとする。
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